
４　精神保健事業

(1)診察及び保護の申請等による処理状況　（平成２２年度） （単位：人）

既入院 その他
措置入院
患者

措置入院とし
なかった者

申
請 3 － 1 1 1 － 2 1

1 － 1 － － 0 0

－ － － － － － － 0 0

－ － － － － － － 0 0

4 － 4 － － － － 0 0

届
出 － － － － － － － 0 0

－ － － － － 0 0

8 0 6 1 1 0 0 2 1

(2)市町別精神障がい者の状況　　（平成２２年度末現在）

倉 吉 市

三 朝 町
湯 梨 浜

町
琴 浦 町

北 栄 町

計

(3)市町別精神障害者保健福祉手帳の交付状況　（平成２２年度末現在）

（単位：人）

倉 吉 市 425

三 朝 町 57

湯梨浜町 204

琴 浦 町 116

北 栄 町 72

計 874130 643 101

9

24

3 63 6

2,208

計
１　級 ２　級 ３　級

2,0912 115

措置入
院患者

計
法２９条該当症状の者

1,055

（単位：人）

精神障がい者

診察を受けた者

在宅患者数

計

計
通院（公費）

1,109

389

127

措　　　置 医療保護

129

1 22

18

－ 2

248228

412

292 310

　　　区分

市町

入　院　措　置

一般人
(法第２３条)

警察官(法第２４条)

検察官(法第２５条)

矯正施設の長
(法第２６条)

　　　区分

市町

障　害　等　級

73 297

17

4

26 81

39 14

163

精神病院の管理者
(法第２６条の２)

1 53

－

－ 20

55

精神障
がい者で
なかった

者

申請等に基づかない者
(法第２７条第２項)

計

区分

保護観察所の長
(法第２５条の２)

通
報

申請・通
報・届出
件数

法２９条該
当症状では
なかった者

調査の結果診察の
必要がないと認め

た者



（４）　相談状況（平成22年度）
相 談 形 態

実 男
数 女
延 男
数 女

相 談 者 （実数）　　

処 理 状 況

実 男
数 女
延 男
数 女

195
2 5 5 114 126
2 4 7 182

76
2 4 3 51 60
2 2 5 67

136

その他の関係
機関・施設の

対応
助言・指導

関係機関と連
携を図り問題

を処理
その他 計

実　数

計

48 18 0 2 18 5 0 13 32

医療・
教育関係

その他本人自身 家族・親族 近隣・知人 警察 他の相談機関 市町村

33 20 73 126
36 49 110 195

社会福祉施設

35 76
来所 訪問 電話 計

21 20
18 8 34 60



（５）精神障害者社会適応訓練実施状況　（平成２２年度）

事業実績なし

（６)自殺対策関係研修会・講演会実施状況（平成２２年度）

（７）精神障害者地域移行支援事業（平成２２年度）

①地域移行推進会議開催状況 ②地域移行連絡会

日　　　時

場　　　所

場　　　所

④フォローアップ研修会

場　　　所 対  　　象
対  　　象

参加人数

参加人数

①平成２３年６月７日

②平成２３年９月２２日

②倉吉未来中心　小ホール

②一般住民

①一般住民

（延）１０人

内　　　容・講演
・当事者体験発表
・地域移行推進員活動報告
・施設見学及び利用者との交流

③地域移行推進員養成講座

中部総合事務所会議室他

日　　　時
平成22年8月25日

平成22年9月1日

市町より推薦　2名
地域移行推進員・精神保健ボランティア

内　　　容

③講演会

内　　　 容

平成23年1月28日

中部総合事務所 会議室

医療機関、市町村、福祉サービス事業
所、相談事業所等の支援担当者

・講義
・施設見学
・病院デイケア参加

・事業の取り組み状況について
・課題解決に向けた取り組みについて
・社会資源について

平成23年3月24日

日　　　時

場　　　所

③５５人

①新日本海新聞社中部本社ホール

③倉吉未来中心　セミナールーム３

③平成２２年１０月８日

①１３３人

参加者数

平成22年6月14日

平成22年8月4日

平成22年8月18日 平成23年1月14日

対  　　象

・事業の取り組み状況について
・精神障がいの普及啓発について
・地域移行に向けた医療機関の取り組み
について

日　　　時

中部総合事務所 会議室

検討内容

平成22年8月18日

中部総合事務所会議室
中部障害者地域生活支援センター他

場　　　所

対  　　象

対  　　象

③市町村・県自殺担当者、地域包括支援センター職員等

②１２１人

（延）９人

検討内容

②講演会と人形劇

①講演会

医療機関、市町村、福祉サービス事業所、相
談事業所、民生委員、家族会、当事者会の代

表

日　　　時 平成22年10月6日


